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閉
ざ
さ
れ
た
福
祉
国
家
の
道

言
わ
れ
た
73
年
に
は
、
老
人

医
療
費
が
無
料
化
さ
れ
る
。

年
金
の
賦
課
方
式
が
導
入
さ

れ
る
な
ど
、
福
祉
国
家
へ
転

換
す
る
か
に
見
え
た
。

　

し
か
し
、
そ
の
後
、
社
会

保
障
政
策
は
逆
回
転
。
老
人

医
療
費
の
無
料
制
度
は
廃

止
、
健
康
保
険
本
人
に
自
己

負
担
の
導
入
、
年
金
の
給
付

抑
制
と
負
担
増
な
ど
改
悪
が

今
も
続
く
。
低
福
祉
を
カ
バ

ー
す
る
た
め
に
、
国
民
は
福

祉
や
教
育
、
住
宅
の
備
え
と

し
て
貯
蓄
が
必
要
と
な
っ

た
。
減
速
し
た
高
度
成
長
の

も
と
、
国
民
の
貯
蓄
も
財
政

投
融
資
と
し
て
活
用
し
「
再

版
土
建
国
家
」
の
道
へ
と
つ

き
進
ん
だ
。

 

（
つ
づ
く
）

　

高
度
成
長
期
に
は
、
生
活

が
豊
か
に
な
る
一
方
で
、
公

害
が
発
生
、
都
市
の
過
密
化

が
社
会
問
題
と
な
る
。
こ
う

し
た
も
と
で
、
全
国
各
地
で

革
新
自
治
体
が
誕
生
す
る
。

保
守
陣
営
も
福
祉
的
な
政
策

を
打
ち
出
さ
ざ
る
を
得
な
く

な
る
。「
福
祉
元
年
」
と
も

迎
え
、
そ
の
後
、
雇
用
破
壊

が
一
気
に
進
み
始
め
る
こ
と

に
な
る
。

成
長
が
減
速

―
―
公
共
事
業
に
莫
大
な
予

算
を
投
入
す
る
一
方
で
福
祉

は
ど
う
な
っ
た
か
。

　

一
方
、
日
本
は
、
経
済
団

体
や
通
産
省
、
自
民
党
内
の

拡
張
主
義
的
な
考
え
方
を
持

つ
政
治
家
た
ち
が
機
関
車
論

を
支
持
。
米
国
と
の
協
調
路

線
を
と
り
、「
土
建
国
家
」

の
道
を
進
む
。
そ
の
結
果
、

長
良
川
河
口
堰
、
諫
早
湾
干

拓
、
藤
前
干
潟
埋
め
立
て
、

吉
野
川
第
十
堰
な
ど
ム
ダ
と

自
然
破
壊
の
公
共
事
業
が
次

々
と
行
わ
れ
、
行
政
投
資
額

の
対
Ｇ
Ｄ
Ｐ
比
は
７
・
９
％

（
70
年
）、
９
・
２
％
（
73
年
）

と
増
え
、
11
・
７
％
（
78

年
）
に
達
し
た
（
グ
ラ
フ
）。

　

土
建
国
家
は
成
功
し
た
の

ッ
ク
の
影
響
で
深
刻
な
世
界

同
時
不
況
が
起
こ
っ
た
。
日

本
も
低
成
長
・
ゼ
ロ
成
長
に

陥
る
中
、
米
国
は
世
界
経
済

の
け
ん
引
役
を
日
独
が
担
う

べ
き
と
の
「
機
関
車
論
」
を

強
調
。
米
国
の
圧
力
に
対
し

て
日
独
の
対
応
は
大
き
く
異

な
っ
た
。
ド
イ
ツ
は
、
米
国

の
要
求
を
頑
強
に
拒
否
。
福

祉
国
家
の
方
向
を
強
め
た
。

こ
う
し
て
、
70
年
代
は
「
福

祉
型
」
税
財
政
か
「
開
発

型
」
税
財
政
か
の
分
岐
点
に

な
っ
た
。
政
府
は
開
発
型
の

土
建
国
家
の
道
を
選
ぶ
。

機
関
車
論

―
―
土
建
国
家
を
選
ん
だ
の

は
な
ぜ
か
。

　

70
年
代
後
半
、
石
油
シ
ョ

―
―
戦
後
の
転
換
期
と
な
っ

た
１
９
７
０
年
代
の
経
済
政

策
の
特
徴
は
。

　

高
度
成
長
期
の
日
本
の
経

済
構
造
は
、
①
男
性
稼
ぎ
型

（
終
身
雇
用
・
年
功
賃
金
）

②
公
共
事
業
中
心
の
財
政
支

出
に
よ
る
雇
用
創
出
―
と
い

う
２
本
柱
だ
っ
た
。
高
度
成

長
が
終
焉
し
、
二
つ
の
柱
が

危
機
的
な
状
況
に
陥
っ
た
。

だ
ろ
う
か
。
公
共
投

資
に
よ
る
経
済
波
及

効
果
は
限
ら
れ
、
高

度
成
長
期
に
比
べ
て

生
産
性
に
寄
与
せ

ず
、
雇
用
創
出
を
も

た
ら
さ
な
か
っ
た
た

め
、
税
収
に
も
貢
献

し
な
か
っ
た
。
公
共

事
業
を
中
心
に
し
た

日
本
型
終
身
雇
用
・

年
功
賃
金
は
困
難
を
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